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令和４年度予算案の概要



令和４年度 厚⽣労働省予算案における重点事項
新型コロナウイルス感染症から国⺠の命・暮らし・雇⽤を守る万全の対応を引き続き⾏うとともに、感染症を克服し、ポス
トコロナの新たな仕組みの構築、少⼦化対策、デジタル化、⼒強い成⻑の推進を図ることにより、⼀⼈ひとりが豊かさを実
感できる社会を実現するため、令和３年度補正予算と合わせて、以下を柱として予算措置を⾏う。
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＜新型コロナ克服の保健・医療等体制の確保、
研究開発の推進等＞
 新型コロナから国⺠を守る医療等提供体制

の確保
 保健所・検疫所等の機能強化
 感染症に関する危機管理機能等の強化に資

する研究の推進

＜地域包括ケアシステムの構築、データヘルス
改⾰等＞
 地域医療構想・医師偏在対策・医療従事者

の働き⽅改⾰の推進
 ⾃⽴⽀援･重度化防⽌、認知症施策の推進、

介護の受け⽫整備・介護⼈材の確保の推進
 予防･重症化予防･健康づくり、データヘル

ス改⾰の推進

新型コロナの経験を踏まえた
柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

＜雇⽤維持・労働移動・⼈材育成＞
 雇⽤の維持・在籍型出向の取組への⽀援
 ⺠間の知恵を活⽤して実施する「⼈への

投資」の強化
 ⼥性・⾮正規雇⽤労働者へのマッチング

やステップアップ⽀援

＜多様な⼈材の活躍促進、働きやすい
職場づくり＞
 就職氷河期世代、⼥性、⾼齢者などへの

⽀援
 良質なテレワークの導⼊促進
 最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽣産性

向上等の推進、公正な待遇の確保

＜公的部⾨における分配機能の強化＞
 看護、介護、保育などの収⼊引上げ

未来社会を切り拓く
「成⻑と分配の好循環」の実現

＜⼦育て家庭や⼥性の包括⽀援体制＞
 ヤングケアラー等への⽀援
 困難な問題を抱える⼥性への⽀援

＜児童虐待防⽌・社会的養育の推進、
ひとり親家庭等の⾃⽴⽀援＞
 地域における⾒守り体制の強化
 ⾥親委託の推進や施設退所者等の

⾃⽴⽀援
 ひとり親家庭等への就業⽀援を中⼼

とした総合的⽀援

＜不妊症・不育症の総合的⽀援＞
 不妊治療の保険適⽤、仕事との両⽴

⽀援

＜総合的な⼦育て⽀援＞
 「新⼦育て安⼼プラン」等に基づく受

け⽫整備
 保育⼈材確保のための総合的な取組

⼦どもを産み育てやすい
社会の実現

＜地域共⽣社会の実現等＞
 相談⽀援、参加⽀援、地域づくりの⼀

体的実施による重層的⽀援
 ⽣活困窮者⾃⽴⽀援、ひきこもり⽀援、

⾃殺対策、孤独・孤⽴対策
 成年後⾒制度の利⽤促進

＜障害児・者⽀援等＞
 医療的ケア児への⽀援の拡充
 依存症対策の推進

＜⽔道、戦没者遺⾻収集、年⾦、被災地
⽀援等＞
 ⽔道の基盤強化
 戦没者遺⾻収集等の強⼒な推進
 安⼼できる年⾦制度の確⽴
 被災地における⼼のケア⽀援、福祉・

介護提供体制の確保

安⼼して暮らせる
社会の構築

全世代型社会保障・⼀⼈ひとりが豊かさを実感できる社会の実現

補
正
予
算
で
の

主
な
対
応

＜新型コロナの拡⼤防⽌＞
 緊急包括⽀援交付⾦等による⽀援
 ワクチン接種体制の確保
 雇⽤調整助成⾦等による雇⽤維持
 個⼈向け緊急⼩⼝資⾦の特例貸付

＜社会経済活動の再開と危機への備え＞
 新型コロナワクチンの開発⽀援
 感染症対策の充実・強化
 機動的な⽔際対策の推進
 国際的な研究開発等の推進

＜新しい資本主義の起動＞
 医薬品等の安定供給の確保
 ⾮正規雇⽤労働者等の労働移動⽀援等
 看護、介護、保育などの収⼊引上げ
 ⺟⼦保健と児童福祉の⼀体的提供

＜防災・減災など安全・安⼼の確保＞
 ⽔道施設の耐災害性強化
 医療・社会福祉施設等の耐災害性強化
 建設アスベスト給付⾦の⽀給等
 B型肝炎訴訟の給付⾦等の⽀給



令和４年度厚⽣労働省予算案における重点事項（ポイント）

〇新型コロナウイルス感染症から国⺠を守る医療等提供体制の確保
補正２兆2,353億円、当初20億円（28億円）

 新興感染症等の感染拡⼤時に対応可能なDMAT体制の整備
 「医療のお仕事 Key-Net」等を活⽤した医療⼈材の確保
 新型コロナウイルス感染者等が発⽣した介護事業所等のサービス継続⽀援 等

〇検査体制の確保、保健所・検疫所等の機能強化、ワクチン接種体制の構築
補正１兆6,857億円、当初112億円（109億円）

 ⽔際対策の強化に向けた検疫所の検疫・検査体制の整備・拡充
 IHEATによる保健所の⼈員体制強化、地⽅衛⽣研究所の機能強化 等

新型コロナウイルス感染症を克服する保健・医療等提供体制の確保 〇研究開発体制の強化 補正14億円、当初556億円（554億円）

 国⽴国際医療研究センターの体制強化や国⽴感染症研究所との連携強化
 ⽇本医療研究開発機構（AMED）における新型コロナウイルスに関する研究を

含めた研究開発⽀援、厚⽣労働科学研究における迅速な対応 等

〇医薬品・医療機器等の開発促進 補正72百万円、当初93億円（94億円）
 クリニカル・イノベーション・ネットワーク構想の推進
 バイオ医薬品の製造・開発を担う⼈材の育成とバイオシミラーの普及
 臨床研究の実施環境等の整備
 プログラム医療機器の実⽤化促進のためのパッケージ戦略の実施 等

研究開発の推進等

新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

いわゆる「16か⽉予算」の考え⽅により、令和３年度補正予算と⼀体的に編成し、切れ⽬のない予算措置を⾏う。
計数は｢補正｣は令和３年度補正予算額、｢当初｣は令和４年度予算案、（ ）内は令和３年度当初予算額。｢補正｣、｢当初｣はデジタル庁計上分を含む。 は、⼤⾂折衝事項。 は、令和３年度補正予算。

・新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦等による⽀援
・医療⽤物資等の確保等
・児童福祉施設等における感染症対策への⽀援
・通いの場をはじめとする介護予防や施設での⾯会等の再開・推進の⽀援
・障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続⽀援
・新型コロナウイルス感染症に対応した⼼のケア⽀援
・医薬品等の安定供給の確保 等

・⾏政検査の実施等の感染拡⼤防⽌対策
・検疫におけるワクチン接種証明書の電⼦化への対応
・機動的な⽔際対策の推進、⼊国者の健康確認の体制確保
・ワクチン接種体制の確保等
・プレパンデミックワクチンの備蓄等様々な感染症対策の充実・強化
・新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理⽀援システム（HER-SYS）等の感

染症対策システムの総合的な運⽤に向けた開発、機能・連携強化 等

・治療薬の実⽤化⽀援・供給確保等
・新興感染症の治療薬等に関する研究開発等の推進
・新型コロナウイルスワクチン開発⽀援等 等

・国⽴感染症研究所等の体制強化

〇ワクチン・治療薬等の研究開発の推進
補正8,817億円、当初15億円（12億円）

 ワクチン開発・⽣産体制強化戦略等に基づく研究開発の推進
 感染症に関する危機管理機能やサーベイランス機能の強化に資する研究の推進
 アジア地域における臨床研究・治験ネットワークの充実、薬事規制調和の推進 等

地域包括ケアシステムの構築等
〇地域医療構想・医師偏在対策・医療従事者働き⽅改⾰の推進等

補正20億円、当初1,618億円（1,725億円）

 地域医療介護総合確保基⾦等による地域医療構想の推進
 総合診療医の養成⽀援
 ICT活⽤やタスク・シフティングの推進
 看護師の特定⾏為研修、潜在看護師の復職⽀援等による⼈材確保
 ⼥性医療職等のキャリア⽀援
 薬剤師の資質向上に向けた研修の推進
 地域の実情を踏まえた⻭科医療提供体制の構築 等

〇救急・災害医療体制の充実 補正29億円、当初98億円（116億円）

 ドクターヘリの導⼊促進、ドクターカーの活⽤による救急医療体制の強化
 BCP策定の⽀援、広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の安定的な運⽤ 等

☆診療報酬・薬価等改定への対応
・診療報酬︓＋0.43％

※１ うち、※２〜５を除く改定分 ＋0.23％
※２ うち、看護の処遇改善のための特例的な対応 ＋0.20％
※３ うち、リフィル処⽅箋（反復利⽤できる処⽅箋）の導⼊・

活⽤促進による効率化 ▲0.10％
※４ うち、不妊治療の保険適⽤のための特例的な対応 ＋0.20％
※５ うち、⼩児の感染防⽌対策に係る加算措置（医科分）

の期限到来 ▲0.10％
・薬価︓▲1.35% ・材料価格︓▲0.02％

・医療施設等の耐災害性強化等 等
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・保健医療分野のデータ連携基盤の整備の推進 等



〇地域包括ケア、⾃⽴⽀援・重度化防⽌の推進 当初413億円（408億円）
 保険者インセンティブ強化（介護保険保険者機能強化推進交付⾦等）
 科学的介護推進のためのデータベースの機能拡充
 地域づくりの加速化のための市町村に対する伴⾛的⽀援等の実施 等

〇認知症施策推進⼤綱に基づく施策の推進 当初127億円（125億円）
 認知症疾患医療センターの整備促進・診断後等⽀援機能の強化
 認知症の各段階(発症前、軽度認知障害、認知症)を対象にした臨床研究等の推進 等

〇介護の受け⽫整備、介護⼈材の確保
補正96億円、当初1,091億円（1,092億円）

 地域医療介護総合確保基⾦による介護施設等の整備及び介護⼈材の確保
 介護施設等の防災・減災対策の推進
 介護分野の⽣産性向上の推進、介護職員の処遇改善の促進、介護の仕事の魅⼒発信、

介護助⼿等の普及を通じた多様な就労の促進、外国⼈材の受⼊環境整備 等

新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

・介護ロボット開発等の加速化⽀援
・⾃治体等における介護分野のシステム標準化等の推進
・介護福祉⼠修学資⾦等貸付事業による⼈材の確保
・介護施設等の耐災害性強化等

予防・重症化予防・健康づくりやデータヘルス改⾰
〇健康寿命延伸に向けた予防・重症化予防・健康づくり

補正5.9億円、当初59億円（62億円）
 ⽣活習慣病の疾病予防・重症化予防等の先進的なデータヘルス事例の全国展開
 健康寿命延伸に向けた⻭科⼝腔保健の推進
 予防・健康づくりの健康増進効果等に関する実証事業の実施
 保険者とかかりつけ医等の協働による加⼊者の予防健康づくりの実施 等

〇データヘルス改⾰の推進 補正152億円、当初1,109億円（499億円）

 保健医療情報を⾃⾝で確認できる仕組みの構築
 レセプト情報・特定健診等情報データベース(NDB)や介護保険総合データベース

等で保有する健康・医療・介護情報を連結・解析する環境等の整備・拡充 等

・審査⽀払システム等のＩＣＴ化の推進
・救急等における保健医療情報の利活⽤、オンライン資格確認の推進 等

がん・循環器病・肝炎・難病対策等の推進
〇がん対策・全ゲノム解析等の推進 補正44億円、当初 74億円（85億円）

 がん・難病の全ゲノム解析等の推進に向けた体制整備
 ⼩児・AYA世代のがん患者等の妊よう性温存療法のための⽀援 等

〇循環器病対策の推進 当初 45億円（49億円）
 循環器病患者の包括的⽀援体制構築のためのモデル事業の実施 等

〇肝炎対策の推進 補正156億円、当初1,229億円（1,227億円）
 肝炎患者等の重症化予防の推進
 肝がん・重度肝硬変の治療研究・患者への⽀援

〇難病・⼩児慢性特定疾病対策等の推進 当初20億円（18億円）
 難病・⼩児慢性特定疾病対策の推進のためのデータベース整備
 慢性の痛みに対する医療提供体制の整備
 アレルギー疾患、慢性腎臓病（CKD）対策の推進 等

安定的で持続可能な医療保険制度の運営確保
〇被⽤者保険への財政⽀援 当初825億円（820億円）
・国⺠健康保険・介護保険等への財政⽀援 補正273億円

☆Ｂ型肝炎訴訟の給付⾦等の⽀給 補正156億円、当初1,176億円（1,173億円）

・全ゲノム解析等の確実な推進
・がんゲノム情報管理センターの機能強化 等

〇国際機関等を通じた国際貢献の推進 補正7.8億円、当初40億円（41億円）

 開発途上国における感染症の予防接種体制の整備及びワクチン開発⽀援
 ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ推進、⾼齢化・認知症対策
 薬剤耐性（AMR）対策に関する研究開発等の推進 等

〇医療の国際展開 当初23億円（24億円）
 国際公共調達市場への参⼊⽀援、医療技術・制度・製品の国際展開⽀援
 医療機関における多⾔語コミュニケーション対応の⽀援 等

医薬品・⾷品等の安全の確保

国際保健への貢献・医療の国際展開

〇医薬品等に関する安全・信頼性の確保 当初12億円（12億円）
 後発医薬品の信頼確保のための体制・取組の強化
 薬物取締体制・薬物乱⽤防⽌に係る広報啓発等の充実

〇⾷の安全・安⼼の確保 当初43億円（47億円）
 輸⼊⾷品の監視体制の強化、残留農薬・⾷品⽤容器包装等の規格基準策定等の

推進 等

・国際機関と連携した国際的な研究開発等の推進
（顧みられない熱帯病等の医薬品開発等の⽀援 等）
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☆医療情報化⽀援基⾦による⽀援 当初735億円



未来社会を切り拓く「成⻑と分配の好循環」の実現
雇⽤維持・労働移動・⼈材育成等に向けた⽀援

多様な⼈材の活躍促進
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〇⼥性活躍・男性の育児休業取得等の促進
補正55億円、当初179億円（193億円）

 男性が育児休業を取得しやすい環境の整備に向けた企業の取組⽀援
 不妊治療と仕事の両⽴⽀援
 ⼥性活躍推進のための⾏動計画に基づく企業の取組⽀援 等

〇就職氷河期世代の活躍⽀援
補正61億円の内数等、当初717億円（679億円）

 ハローワークの専⾨窓⼝における専⾨担当者のチーム制による就職相談、
職業紹介、職場定着までの⼀貫した伴⾛型⽀援

 地域若者サポートステーションにおける就職氷河期世代の無業者の⽀援
 ひきこもり地域⽀援センター等の市町村への設置・⽀援内容の充実 等

〇⾼齢者の就労・社会参加の促進 当初275億円（303億円）
 70歳までの就業機会確保等に向けた環境整備や⾼年齢労働者の処遇改善を⾏

う企業への⽀援
 ハローワークにおける⽣涯現役⽀援窓⼝などのマッチング⽀援
 シルバー⼈材センターなどの地域における多様な就業機会の確保 等

〇雇⽤の維持・在籍型出向の取組への⽀援
補正１兆854億円、当初6,331億円（6,853億円）

 雇⽤調整助成⾦等による雇⽤維持の取組への⽀援
 産業雇⽤安定助成⾦等による在籍型出向の取組への⽀援

〇⺠間の知恵を活⽤して実施する「⼈への投資」の強化
補正1,024億円、当初1,019億円

 デジタルなど成⻑分野を⽀える⼈材育成の強化 等

〇⼥性・⾮正規雇⽤労働者へのマッチングやステップアップ⽀援、新規学卒
者等への就職⽀援 補正808億円、当初382億円（353億円）

 ハローワークの就職⽀援ナビゲーターによる求職者の状況に応じたきめ細かな
担当者制⽀援

 マザーズハローワーク等による⼦育て中の⼥性等に対する就職⽀援
 求職者⽀援制度による再就職⽀援、新規学卒者等への就職⽀援 等

〇デジタル化の推進、⼈⼿不⾜分野への円滑な労働移動の推進
補正9.3億円の内数等、当初120億円（113億円）

 ＩＴ分野等の新たなスキルの習得に向けた職業訓練の強化
 ハローワークの職業紹介業務のオンライン・デジタル化の推進
 ハローワークの専⾨窓⼝での⽀援、「医療・福祉分野充⾜促進プロジェク

ト」の推進
 雇⽤と福祉の連携による離職者への介護・障害福祉分野への就職⽀援 等

・雇⽤調整助成⾦等による雇⽤維持の取組への⽀援

・⼩学校等臨時休業等に伴う保護者の休暇取得⽀援

・コロナ禍での⾮正規雇⽤労働者等に対する労働移動⽀援等（再掲）

・ＩＴ分野の新たなスキルの習得に向けた職業訓練の強化 等

・ひきこもり⽀援体制の強化 等

☆雇⽤保険の国庫負担 令和4年度以降の雇⽤保険制度の安定的な財政運営を図り、セーフティネット機能を⼗分に発揮するため、次期通常国会に法案を提出

・雇⽤保険財政の安定等 補正２兆1,611億円

・コロナ禍での⾮正規雇⽤労働者等に対する労働移動⽀援等 等

〇キャリア形成⽀援の推進 当初21億円（21億円）
 ジョブ・カードの活⽤等を通じたキャリアコンサルティングの普及促進

☆⼈への投資 ⺠間の意⾒を具体的な⽀援内容に適切に反映
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〇柔軟な働き⽅がしやすい環境整備、安全で健康に働くことができる職場づくり
補正1,730億円、当初309億円（321億円）

 良質なテレワークの導⼊・定着促進
 ワークライフバランスを促進する休暇制度・就業形態の導⼊⽀援による多様な

働き⽅の普及・促進
 時間外労働削減や年次有給休暇取得促進、 勤務間インターバル導⼊、労働時間

の適正管理等に取り組む中⼩企業・⼩規模事業者への助成⾦による⽀援
 総合的なハラスメント対策の推進 等

誰もが働きやすい職場づくり

・良質なテレワークの定着促進のための企業⽀援
・建設アスベスト給付⾦の⽀給等

〇最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽣産性向上等の推進、
同⼀労働同⼀賃⾦など雇⽤形態に関わらない公正な待遇の確保

補正394億円、当初272億円（285億円）

 賃上げしやすい環境を整備するための最低賃⾦･賃⾦の引上げに向けた
⽣産性向上に取り組む中⼩企業・⼩規模事業者への助成⾦による⽀援

 ⽣活衛⽣関係営業者の収益⼒向上の推進
 未払賃⾦⽴替払の確実・迅速な実施
 ⾮正規雇⽤労働者の正社員化・処遇改善を⾏う企業への⽀援
 被⽤者保険の適⽤拡⼤に当たっての周知・専⾨家活⽤⽀援 等

・最低賃⾦の引上げへの対応を⽀援するための業務改善助成⾦の拡充
・⽣活衛⽣関係営業者への経営に関する相談等⽀援
・イベントの実施等による⽣活衛⽣関係営業の消費喚起 等

公的部⾨における分配機能の強化
〇看護、介護、保育など現場で働く⽅々の収⼊の引上げ

補正1,665億円、当初395億円

・看護、介護、保育など現場で働く⽅々の収⼊の引上げ

未来社会を切り拓く「成⻑と分配の好循環」の実現

〇障害者の就労促進 補正6.5億円、当初177億円（181億円）

 中⼩企業をはじめとした障害者の雇⼊れ⽀援等
 雇⽤施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労⽀援 等

〇外国⼈に対する⽀援 当初106億円（115億円）
 外国⼈求職者等に対する就職⽀援、外国⼈労働者の適正な雇⽤管理に関する

企業への助⾔・援助、外国⼈への多⾔語相談⽀援体制の整備 等

〇労働者協同組合の設⽴の⽀援 当初67百万円

・⽣産活動が停滞している就労系障害福祉サービス事業所への⽀援

☆収⼊の引上げへの対応 395億円



⼦どもを産み育てやすい社会の実現
〇不妊症・不育症に対する総合的⽀援の推進

補正67億円、当初187億円（37億円）

 不育症検査への助成、不妊症・不育症に対する相談⽀援等
 ⼩児・AYA世代のがん患者等の妊よう性温存療法のための⽀援（再掲）
 不妊治療と仕事の両⽴⽀援（再掲） 等

〇成育基本法を踏まえた⺟⼦保健医療対策の推進
補正121億円、当初155億円（159億円）

 ⾮課税世帯に対する利⽤料減免などの産後ケア事業の推進
 オンライン相談や健診に必要な備品整備などの地域の⺟⼦保健事業の強化
 多胎妊産婦への経験者による相談⽀援、育児サポーター派遣等
 予防のための⼦どもの死亡検証（Child Death Review）に関する広報、適切

な出⽣前検査の広報啓発 等

○総合的な⼦育て⽀援 補正554億円、当初969億円（969億円）

 「新⼦育て安⼼プラン」に基づく保育の受け⽫整備
 保育⼠・保育現場の魅⼒発信や魅⼒ある職場づくりの⽀援、保育補助者等の

配置による保育⼠の業務負担軽減
 保育所等の医療的ケア児の受⼊促進
 認可保育所等への移⾏も⾒据えた認可外保育施設の保育の質の確保・向上
 ｢新・放課後⼦ども総合プラン｣に基づく放課後児童クラブの受け⽫整備 等

〇ひとり親家庭等の⾃⽴⽀援の推進
補正24億円、当初1,793億円（1,756億円）

 ひとり親家庭への相談⽀援体制の充実
 ⾼等職業訓練促進給付⾦の対象資格拡充等の特例措置の継続、⾃⽴⽀援教育

訓練給付⾦によるひとり親の就業⽀援の促進 等
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〇⼦育て家庭や⼥性を包括的に⽀援する体制の構築
補正602億円、当初252億円（239億円）

 ⼦どもらしい⽣活を送ることができないヤングケアラーを福祉サービスにつな
ぐコーディネーターの配置や実態調査・研修等⽀援体制の強化

 困難な問題を抱える⼥性への⽀援の充実・強化を図るための婦⼈保護施設の
機能強化、婦⼈相談員の処遇改善、NPO等との協働による⽀援の推進

 ⽣涯にわたる⼥性の健康の包括的⽀援 等

〇児童虐待防⽌対策・社会的養育の迅速かつ強⼒な推進
補正105億円、当初1,639億円（1,639億円）

 ⼦ども⾷堂や⼦どもへの宅⾷等を⾏う⺠間団体等も含めた地域における⼦ども
の⾒守り体制の強化

 ⼦どもの意⾒・意向表明（アドボケイト）の推進等による⼦どもの権利擁護の
強化

 ⾥親委託・施設地域分散化等加速化プランに基づく集中取組期間の補助率嵩上
げ等による⾥親養育⽀援体制の強化

 特別養⼦縁組の⺠間あっせん機関の⽀援体制の強化
 児童養護施設退所者等（ケアリーバー）への⽀援を⾏うコーディネーターの

配置促進 等

・⺟⼦保健と児童福祉の⼀体的提供に向けた⽀援
・不妊治療の保険適⽤の円滑な移⾏に向けた⽀援

・虐待防⽌のための情報共有システムの整備等ＩＣＴ活⽤による児童虐待防⽌
対策の強化

・児童福祉施設等の耐災害性強化等 等

☆不妊治療の保険適⽤ 診療報酬 ＋0.20％、薬価 ＋0.09％

・ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制の構築・強化
・ひとり親家庭等の⼦どもの⾷事等⽀援

・「新⼦育て安⼼プラン」に基づく保育の受け⽫整備・⼈材確保 等

・産後ケア事業を⾏う施設整備の促進、妊産婦等への⽀援 等

※子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の減額措置は、令和４年度から実施。



〇相談⽀援、参加⽀援、地域づくりの⼀体的実施による重層的⽀援体制の
整備促進 当初261億円（116億円）

 属性を問わない相談⽀援、多様な参加⽀援の推進、地域づくりに向けた⽀援を⼀体
的に⾏う重層的⽀援体制整備事業の実施 等

〇⽣活困窮者⾃⽴⽀援、ひきこもり⽀援、⾃殺総合対策、孤独・孤⽴対策の推進
補正5,692億円、当初707億円（674億円）

 居住⽀援体制の強化等による⽣活困窮者⾃⽴⽀援の推進

 地⽅公共団体と連携したハローワークにおける⽣活困窮者等に対する就労⽀援

 ひきこもり地域⽀援センター等の市町村への設置・⽀援内容の充実（再掲）

 ⾃殺防⽌に関する相談体制の強化、⾃殺未遂者レジストリ制度の構築

 保険者とかかりつけ医等の協働による加⼊者の予防健康づくりの実施（再掲） 等

〇成年後⾒制度の利⽤促進 当初6.4億円（5.9億円）
 都道府県による市町村⽀援と中核機関のコーディネート機能の強化等による

地域連携ネットワークづくりの推進
 意思決定⽀援を推進する⼈材養成・体制整備等による成年後⾒制度利⽤者等へ

の権利擁護⽀援の強化 等

〇障害児･者⽀援、依存症対策の推進
補正123億円、当初592億円（583億円）

 障害福祉サービス事業所等の整備、地域⽣活⽀援の推進
 新⽣児聴覚検査及び難聴児早期⽀援の推進、医療的ケア児への⽀援の拡充
 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
 地域における依存症医療・相談⽀援体制の整備、⺠間団体の⽀援

〇⽔道の基盤強化 補正390億円、当初387億円（395億円）
※他府省分を含む

 ⽔道施設の耐災害性強化、⽔道事業の広域化・IoT活⽤等の推進

〇戦没者遺⾻収集等の強⼒な推進 補正27百万円、当初33億円（28億円）
 現地調査の計画的実施、DNA鑑定の体制整備、新たな鑑定技術の研究･活⽤ 等

〇持続可能で安⼼できる年⾦制度の運営
当初12兆6,857億円（12兆6,213億円）

〇被災地における⼼のケア⽀援、福祉・介護サービス提供体制の確保
当初3.4億円（3.9億円）

地域共⽣社会の実現に向けた地域づくり
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障害児・者⽀援、依存症対策の推進

戦没者遺⾻収集等の推進

安⼼できる年⾦制度の確⽴

被災地における⼼のケア⽀援等

⽔道の基盤強化

・⾃治体等における障害福祉分野のシステム標準化等の推進
・障害福祉分野のＩＣＴ・ロボット等導⼊⽀援
・医療的ケア児⽀援センターの開設の促進
・障害福祉施設等の耐災害性強化等

・⽔道施設の耐災害性強化等

・個⼈向け緊急⼩⼝資⾦の特例貸付等の各種⽀援の実施
・⽣活困窮者・ひきこもり⽀援体制、⾃殺防⽌対策、孤独・孤⽴対策の強化等

（⼀部再掲）
・⾃治体等における⽣活保護関係業務のシステム標準化等の推進

安⼼して暮らせる社会の構築

○「令和４年度予算案の主要事項」（厚生労働省）へのリンク https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/22syokanyosan/dl/01-02.pdf


